
 （平成２３年６月） 

１ 制度の実施状況 （平成２２年度実績） 

（１）実施市町村数 ３４ （対象農用地のある全市町村で実施(三川町のみ対象外)） 
 

（２）協定数 

４地域別 全体 村山 最上 置賜 庄内 

集落協定 ５０６  １７９  １２８  ７１  １２８  

うち体制整備 ３７８  １３４  ８４  ４４  １１６  
 

うち基礎 １２８  ４５  ４４  ２７  １２  

個別協定 １１  ７  ３  １  ０  

うち体制整備 ７  ６  ０  １  ０  
 

うち基礎 ４  １  ３  ０  ０  
 

（３）協定締結面積 ８，１６６ｈａ（制度対象面積の９３.４％で締結） 

４地域別 村山 最上 置賜 庄内 

面 積 ２，２１０ｈａ １，８３４ｈａ １，２５９ｈａ ２，８６２ｈａ 

割 合 ２７．１％ ２２．５％ １５．４％ ３５．０％ 
 

地目別 田 畑 草地 採草放牧地 

面 積 ７，７９５ｈａ ３１６ｈａ ５５ｈａ ０ｈａ 

割 合 ９５．５％ ３．９％ ０．７％ ０％ 

c.f 全国 ７５．３％ １８．９％ １．３％ ４．５％ 

     （注）全国の割合は、北海道を除いた都府県のＨ２１のデータ 
 

傾斜別 急傾斜 緩傾斜等 

面 積 ４，７４４ｈａ ３，４２２ｈａ 

割 合 ５８．１％ ４１．９％ 
 

単価別 体制整備単価 基礎単価 

面 積 ７，１０３ｈａ １，０６３ｈａ 

割 合 ８７．０％ １３．０％ 
 

対象地域別 通常基準該当 知事特認基準該当 

面 積 ７，６７９ｈａ ４８７ｈａ 

割 合 ９４．０％ ６．０％ 
 

（４）加算単価面積 

地目別 規模拡大加算 
土地利用 

調整加算 

小規模・高齢化 

集落支援加算 
法人設立加算 

協定数 ５ １ １ １ 

面 積 ２．９ｈａ １．３ｈａ ２０．７ｈａ １１.４ｈａ 
 

（５）交付総額 １２億１千万円 

   （負担額内訳：国 ５億８千万円、県 ３億１千万円､市町村 ３億１千万円） 



 

２ 対象地域内での本制度の実施状況 

（１）面積（経営耕地面積）           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「2005年センサス」ほか                           

 

３ 交付金の支出状況（Ｈ２２実施状況調査） 

（１）共同取組活動充当割合 

  ○ 共同取組活動への支出   ６３％ （Ｈ２１、７３％） 

  ○ 個人配分への支出      ３７％ （Ｈ２１、２７％） 

（２）交付金の使用方法 

   [主な内訳 ： 個人配分 37.3％、道・水路管理 24.2％、農地管理 6.8％ 

共同利用機械購入 4.8％、役員報酬 4.8％、多面的機能増進活動 2.8％] 

     
４ 制度の中間年評価結果（Ｈ１９．１２実施 集落協定代表者への評価調査結果から） 

 ①耕作放棄地の増加を防止する効果     53％ (非常に大きな効果)  45％ (それなりの効果) 
 ②集落・地域活動の維持・活性化を促す効果 41％ (非常に大きな効果)  56％ (それなりの効果) 
 ③多面的機能の役割を維持保全する効果   35％ (非常に大きな効果)  57％ (それなりの効果) 
 ④将来に向けた話し合いに関する変化    42％ (以前はあまり行っていないが活発に行なっている) 
 ⑤共同作業等の話し合いに関する変化    43％ (以前はあまり行っていないが活発に行なっている) 
⑥本制度に取り組まない場合に５年間で耕作放棄される割合  ３割程度  25％  ２割程度  21％ 

 
 ○話し合いがきっかけでH16以前と変わった主な点（５４７協定中） 
  ・集落活動に対する住民の意識が高まった・・・・２８６協定（52%） 
  ・農作業の共同化の取り組みが始まった・・・・・２１０協定（38%） 
  ・住民との繋がりが深まった・・・・・・・・・・１７０協定（31%） 
  ・景観作物の作付等により景観が良くなった・・・１６３協定（30%） 
  ・担い手への農地集積等の取り組みが始まった・・１４３協定（26%） 

県全体 105,688ha 

① 対象地域内 

67,350ha（100％） 

 ②対象農用地 
 8,738ha（13.0％） 

③協定締結 

 8,166ha（12.1％） 

協定締結率 93.4% 


